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離婚後養育費を負担していた申立人が、相手方の再婚およびその親権に服する子が再婚
相手と養子縁組をした場合、当該子の扶養義務は、第 1次的には、親権者および養親
となった再婚相手が負うべきであるとしつつ、申立人の養育費の支払義務が免除される
始期を養子縁組時ではなく調停申立月とした事例
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事実の概要

　１　Ｘ（原審申立人、相手方）とＹ（原審相手方、
抗告人）は、婚姻中の平成 11 年▲月▲日に長女Ａ、
平成 15 年▲月▲日に二女Ｂ、平成 19 年▲月▲
日に三女Ｃをもうけ、平成 26 年 5月に、Ａ・Ｂ・
Ｃの親権者をいずれもＹと定めて協議離婚するこ
とになった。
　Ｘ・Ｙは、Ａ・Ｂ・Ｃの養育費について、①Ｘが、
Ｙに対し平成 26 年 6 月からそれぞれが大学を卒
業する月まで、毎月末日限り、1人当たり月額 6
万円を支払うこと、②ＸまたはＹの親族構成に変
化があったときは、遅滞なく他方に通知すること
などを合意していた（以下、「本件合意」とする）。

　２　Ｙは、平成 27 年 11 月 22 日、Ｚ（原審利
害関係参加人、抗告人）と再婚し、Ｚは、同年 12
月 15 日にＡ・Ｂ・Ｃと養子縁組した。Ｘは、平
成 27 年 11 月 24 日に、Ｙから、再婚した旨と、Ａ・
Ｂ・ＣがＺと養子縁組を行うつもりであるとの報
告を受けた。

　３　Ｘは平成 30 年に約 1320 万円の給与収入
を得ており、Ｚの平成 30 年の確定申告における
課税所得は約 3870 万円である。このような状況
のなかで、Ｘは、令和元年 5月 15 日、Ａ・Ｂ・

Ｃの養育費の支払義務を免除することなどを求め
て調停を申し立てたが、同年 9月 4 日に調停不
成立となり、本件審判手続に移行した。
　Ｘは、本件の調停の申立ての前月である平成
31 年 4月まで、本件合意に基づき養育費を支払っ
ており、Ａ・Ｂ・ＣとＺの養子縁組の翌月である
平成 28 年 1 月から上記平成 31 年 4 月までの 40
か月について支払済みの毎月の養育費（未成年者
1人当たり 6万円）として合計 720 万円（6万円×
40 か月× 3人）、および平成 30 年にＡの留学に伴
う授業料も支払っている。
　原審である東京家庭裁判所は、両親の離婚後、
親権者である一方の親が再婚したことに伴い、そ
の親権に服する子が親権者の再婚相手と養子縁組
をした場合、当該子の扶養義務は、第 1次的には、
親権者および養親となった再婚相手が負うべき
で、非親権者の養育費の負担は零になるとし、Ｘ
のＡ・Ｂ・Ｃへの養育費は零とすべきであるとし
た。
　また、Ｘの養育費を零とすべき始期は、養子縁
組は専らＹ・Ｚに生じた事情であり、養子縁組以
降Ｘから養育費の支払を受けられない事態を想定
することができるからＺがＡ・Ｂ・Ｃと養子縁組
をした平成 27 年 12 月 15 日とするとの判断をし
た。
　Ｙ・Ｚは、抗告。
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決定の要旨

　１　Ｘの養育費支払義務について
　「両親の離婚後、親権者である一方の親が再婚
したことに伴い、その親権に服する子が親権者の
再婚相手と養子縁組をした場合、当該子の扶養義
務は、第 1次的には親権者及び養親となった再婚
相手が負うべきものであり、親権者及び養親がそ
の資力の点で十分に扶養義務を履行できないとき
に限り、第 2次的に実親が負担すべきことにな
ると解される」。ＸとＹは、未成年者らの親権者
をＹと定めて離婚し、Ｙの再婚に伴い、再婚相手
であるＺと平成 27 年 12 月 15 日に養子縁組をし
ていることから、未成年者らの扶養義務は、第 1
次的にＹ・Ｚらにおいて負うべきであり、Ｚの課
税所得（平成 30 年の確定申告では約 3870 万円）に
照らすと、Ｙ・Ｚらは未成年者らに対し十分に扶
養義務を履行できない状況にあるとはいい難く、
本件合意に基づくＸの養育費支払義務を見直し、
Ｘに支払義務がないものと変更することが相当で
ある。なお、Ｚが、亡父の会社の 4億円近い債
務を連帯保証していることや前妻との子に対し養
育費を負担しているなどの事情があっても、Ｙ・
Ｚは未成年者の扶養義務を十分に履行できないと
は認められない。

　２　養育費の免除の始期について
　一度合意された養育費を変更する場合に、その
始期をいつとするかは、家事審判事件における裁
判所の合理的な裁量に委ねられていると解されて
いるが、Ｘが本件調停申立ての前月である平成
31 年 4 月まで、本件合意に基づき未成年者らの
養育費を支払っており（未成年者らとＺの養子縁組
以降にＸが支払った養育費の合計は 720 万円に上り、
長女のＧ留学に伴う授業料も支払っている）、「既に
支払われて費消された過去の養育費につきその法
的根拠を失わせて多額の返還義務を生じさせるこ
とは、Ｙ・Ｚらに不測の損害を被らせるものであ
るといわざるを得ない」。Ｘは、Ｙから再婚後ま
もなく未成年者らとＺとの養子縁組を行う旨の報
告を受けていることから、未成年者らの養子縁組
の可能性を認識しながら、養子縁組につき調査、
確認をせず、より早期に養育費支払義務の免除を
求める調停や審判の申立てを行うことなく、養育

費を支払い続けた。Ｘは、養子縁組の成立時期等
について重きを置いていたわけではなく、未成年
者らの福祉の充実の観点から合意した養育費を支
払い続けたものと評価でき、Ｘの養育費支払義務
がないものと変更する始期は、本件調停申立月で
ある令和元年 5月とする。

判例の解説

　一　本決定の意義と問題の所在
　本件は、離婚後親権者となった者の再婚に伴い、
親権者の子と再婚相手が養子縁組をした事例（い
わゆる「連れ子養子」）であるが、離婚時に親権者
Ｙと非親権者Ｘとの間で交わされた本件合意に基
づき、ＸからＹへの養育費が支払われるなか、Ｙ
がＺと再婚し、ＺがＸ・Ｙの子らと養子縁組をし
たため、Ｘが養育費の免除を求めた事案である。
本件は、第 1に、①養子縁組をした後の養育費
の負担は、第 1次的には、親権者と養親が負担し、
親権者と養親に十分な扶養能力がない場合に、第
2次的に実親が負担すべきとし、本件では、Ｚに
十分な扶養能力があるとの認定をし、Ｘに養育費
の免除を認める旨の判断をした。第 2に、その
免除の時期について、①養子縁組の時期か、②合
意・調停・審判で変更された時期か、③変更の申
立てをした時期かを検討し、本件では、Ｘは、本
件合意に基づき多額の養育費を支払っていること
や、養子縁組の可能性を認識していたにもかかわ
らず、直ちに養育費の変更を求めず支払っていた
ことから、Ｘは未成年者らの福祉の観点から養育
費を支払っていたと評価し、③調停申立月からと
するとの判断がされた。
　第 1の判断は、以下でみるように、従前の裁
判例に沿った判断であるが、第 2の養育費免除
の時期に関する判断は、本件事案の特殊性、すな
わち養子縁組後 3年にわたり非親権者が支払っ
た養育費の額、養子縁組の認識可能性、本件合意
の意義等を考慮して行った事例判断といえる。
　連れ子養子の養育費が問題となる事案は、本件
のように親権者が再婚し、子が再婚相手と養子縁
組をする場面（以下、「親権者再婚型」とする）と、
非親権者が再婚し、再婚相手の子と養子縁組をす
る場面（以下、「非親権者再婚型」とする）がある。
非親権者再婚型の場面では、養子縁組により非親
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権者が負担する扶養権利者が増えるため従前と同
じように離婚前の実子のために扶養できないとし
て前婚の配偶者との間で定めた養育費の減免を求
め、この請求が認められれば実子の生活に影響を
与えることから１）、離婚前の子のための養育費請
求権が影響を受けない旨の規定の検討が示唆され
ている２）。これに対し、親権者再婚型の事例では、
親権者と養親により、現時点で、子の扶養を充た
すことができる場合には、本件のように非親権者
の養育費の減免を認める裁判例がある。しかし、
カップルの一方または双方が離婚経験をもち再婚
をすることが珍しくなくなり、家族の多様化・再
構成化が浸透する今日、本件のような親権者再婚
型の事例でも、再婚相手に子がいれば再婚相手の
負担が増え（本件でも養親には、前婚の子がいる）、
またその収入が不安定なこともあり３）、さらに子
の高等教育機関への進学にかかる費用負担の増加
という問題もあり、子が安定的に養育費を確保す
るという観点からみたとき、本件のように、養親
に扶養能力があったとしても、子が養子縁組した
という事情から非親権者の養育費の減免を認める
ことには疑問が生じる。

　二　子に対する養親と実親の扶養関係
　従前の裁判例では、未成年の子が養親との新
たな共同生活に入る普通養子の場合、その当事
者の意思からいっても、養子制度の本質からし
ても、その子の第 1 次的な扶養義務は養親に存
在し、実親との扶養義務は次順位にあると解さ
れており４）、近年の親権者再婚型の裁判例でも、
養子制度は、未成年者の監護養育を主たる目的と
しており、養子縁組では、当事者は、子の扶養も
含めて養育を全面的に引き受ける意思のもと行う
と説明されている５）。
　そして、実親が扶養義務を負担するのは、養親
に資力がないなど、養親において十分に扶養の義
務を履行することができない場合に限られ６）、こ
のような考え方をもとに、養親が行う「十分」な
扶養の具体的基準について、①養親ら生活保護基
準とするのか７）、②個別具体的判断となるのか８）

が検討されてきた９）。
　このような裁判例の状況に対し、扶養義務者で
ある非親権者は、親権者の再婚や再婚相手が養子
縁組をするか否かについて判断する立場になく、

親権者が非親権者よりも扶養能力の高い者と再婚
することを期待する立場にもなく、親権者が十分
に扶養義務を履行することができる者と再婚した
という偶然の事情により、養育費の減額という利
益を得ることは不当であり、親権者の再婚という
事情が原則として非親権者の養育費負担に影響を
及ぼすべきではないという学説がある 10）。
　このような従前の裁判例と上記学説との違い
は、連れ子養子が、親権者と養親とが形成する新
たな共同体に入り、これら 2人の親が、共同親権
のもと監護・養育を担い、扶養の面でも第 1次
的な負担者となる、という「（再）婚姻家族」を
優先する価値観と、連れ子養子となったとしても
非親権者と子との親子関係に変化はなく、非親権
者の扶養能力に変化がない限り、扶養義務を継続
するべきだという、「（実）親子関係」を優先する
価値観の差から生じるものと思われる。
　確かに、従前の裁判例が示唆するように、扶養
の目的が子の一定の生活費を充たすということに
尽きるというのであれば、（再）婚姻家族により、
その生活費が充たされれば、非親権者の扶養義務
は後退すると考えることもできる。しかし、親の
未成年子・未成熟子に対する扶養義務が、親子と
いう関係から生じる親の責任であるというのであ
れば 11）、親権の有無にかかわらず、また親権者
の再婚に伴う子の養子縁組が行われるかどうかに
かかわらず、非親権者自身の扶養能力に変更がな
い限りその扶養義務も継続するため、非親権者、
親権者と養親は、同順位の扶養義務者であり、い
ずれの親もその扶養能力に基づき子の扶養料（養
育費）を負担すると考えることもできる 12）。この
考え方にたっても、連れ子養子ではない一般的な
養親子関係については、子は実親のいない養親と
の新たな共同生活に入るため、養親が第 1次的
な扶養義務者となる従来の解釈が妥当する。

　三　既履行債務の返還の当否と高額な費用負担
　本件では、二でみた通り養子縁組後は原則とし
て養親の扶養義務が優先するという考え方が前提
となったため、Ｘが、Ｙとの養育費の合意に基づ
き、ＡらのＺとの養子縁組後も支払った費用が多
額であることや、Ｘの養子縁組の認識可能性を考
慮して、Ｘの調停の申立ての時期から養育費の免
除を認めている。ただ、少なくとも本件決定の基
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礎とされた時点でのＸの収入（年収約 1320 万円）
に照らすと、Ｘの養育費の負担は過大なもので
あったとはいえない 13）。この養育費の負担に加
え、ＸはＡの留学費用も負担している。扶養の合
意は、当事者間の合意では変更できない法定の扶
養義務の範囲での狭義の合意と法定の扶養義務を
超える負担に関する広義の合意とに理論上区別す
ることができ 14）、Ｘは、狭義の合意に基づく養
育費の負担と広義の合意に基づく留学費の負担を
行っている。このうち前者の合意の変更は、事情
の変更がある場合に（880 条）、当事者間（ここで
は 766 条に基づき父母間）での協議ないし家庭裁
判所の審判が必要となるため 15）、いずれにして
もＸが養育費の免除の申立てをした時期以前につ
いて、Ｘは本件養育費の合意に基づき扶養義務を
負担する必要があったと考えられる。

　四　高等教育費等の負担
　本件では、Ａが成年年齢を超えてもＸがその養
育費や留学費用を負担していることから、本件養
育費の合意における養育費の終期が成年者に達
しても継続するものとされていた可能性があり、
問題とならなかった 16）。高等教育費等の負担は、
そもそも扶養義務の負担となるのか、仮に扶養義
務の範囲に含まれるとしても、生活保持義務に位
置付けるか生活扶助義務と位置付けるかは学説・
裁判例上一致した状況でないため 17）、子が安定
的に高等教育費等を確保するという観点からも、
親権者再婚型の事案でも、実親との扶養関係を維
持する必要性が高いといえる。

●――注
１）直近では、札幌高決平 30・1・30 判時 2373 号 49 頁参
照。ただしこの事案では標準算定方式による資産額を大
きく上回った養育費の合意があったことを考慮して減額
されている（羽生香織「判批」民商 157 巻 1号（2021 年）
169 頁）。

２）公益社団法人商事法務「家族法研究会報告書～父母の
離婚後の子の養育の在り方を中心とする諸課題について
～」（2021 年）63 頁。

３）後掲注５）福岡高決平成 29 年では、養親と親権者の
みで十分に扶養できない状態であった。

４）仙台高決昭 37・6・15 家月 14 巻 11 号 103 頁。この
事案は、母が嫡出でない子を養子とした事案であり、一
般的な普通養子の場面でないことを考慮し認知した父に
扶養料の負担を認めた。

５）福岡高決平 29・9・20 判時 2366 号 25 頁。
６）札幌家小樽支審昭 46・11・11 家月 25 巻 1 号 75 頁、
長崎家審昭 51・9・30 家月 29 巻 4 号 141 頁、前掲福岡
高決平 29・9・20 判時 2366 号 26 頁の解説では、実親
が第 2次的な扶養義務を覆うことに概ね異論はないとす
る。

７）前掲注５）福岡高決平成 29 年の原審。
８）前掲注５）福岡高決平成 29 年。
９）この他の学説の整理は、松久和彦「判批」判時 2392
号（2019 年）163 頁（判評 721 号 17 頁）。

10）松久・前掲注９）165 頁。
11）未成年者に対する親の扶養義務の根拠は、学説・裁判
例上一致しておらず① 877 条 1項に基づく説、②親子の
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